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第1章

序論

1.1 本研究の背景

現在，IoT(Internet of Things) 時代の到来によって携帯電話やパソコンだけで

無く、車やウェアラブル端末といったあらゆるものがインターネットに接続され

る時代になっている [1–3]．この様に様々なモノがインターネットに接続される

ようになったことに加え，AR(Augmented Reality) やビデオストリーミング配信

などのサービスも多様化しており，ネットワークに求められる要求は多種多様と

なっている [4,5]．工業や農業，交通といった分野において広く IoTが使われるこ

とで，今までは想定されていなかったような様々な用途にも IoTが用いられるこ

とになる [6–8]．これに伴い，IoT端末の分布は非常に広くなり，同時にインター

ネットと接続も要求されることになる [9–11]．例えば，IoTのエンドノードとして

センサーデバイスが多数用いられている [12]．センサーデバイスは一定時間ごと

にデータを送信するものやトリガーによってデータ送信がされる．これらは防犯

カメラや農業用センサーだけでなく，スマートフォンや自動車などモビリティを

持つものも想定される [13,14]．そこでセルラーネットワークにて IoT端末を収容
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第 1章 序論

することで広い範囲の IoT端末を一度に収容することが可能となる [15]．さらに

集めたデータを解析し，その結果をフィードバックするためにリアルタイム IoT

の要求も高まっている [16, 17]．その結果，これらの IoTに対応するためネット

ワーク機器を広く分布する必要があり，多様な要求を満足することができるネッ

トワークを構築する必要が出てきた．さらには，災害時における通信にも利用が

検討されている. 災害時においては通信を担保する技術的な安全に加えて，技術

を利用する人々が安心出来るようなネットワークの構築を検討する必要がある.

これらのネットワークにおける要求を満足するために高密度な基地局の配置やリ

ソースの制御が一般的な構築方法になりつつある [18]．特に，データトラヒックの

制御を集中的に行う，クラウド無線アクセスネットワーク (C-RAN: Cloud-Radio

Access Network) に注目が集まっている [19–22]．C-RANは効果的な解決策とし

て期待されているが，要求されるカバレッジを満足するために，外部電源が不十分

な場所にも基地局やRRH(Remote Radio Head) を設置しなければならない [23]．

この問題を解決するために，本研究では，FiWi(Fiber Wireless) ネットワークと

PoF（Powe over Fiber) を組み合わせる．FiWiネットワークでは光ファイバケー

ブルを用いて広帯域かつ低遅延の通信を実現可能とする [24–27]．また，PoF で

は，OLT（Optical Line Terminal)から光ファイバケーブルを介してRRHに電力

を供給する光給電が可能となり，RRHの自律稼働を実現可能とする [28,29]．こ

の二つの技術を用いることで，高速なリンクを維持しつつ，外部電源を必要とし

ないネットワークを構築することが可能となる．

C-RANを通して多数の端末がネットワークに接続され，それらの端末がネット

ワークに求める要求が多様化している状況ではネットワークにおける負荷の増大

は免れない．そのため，ネットワークにおける消費電力は増大し続けている．そ
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第 1章 序論

こでネットワークを構築する各構成要素において省電力化制御を行うことでネッ

トワーク全体の消費電力の低減を目指す．ネットワークにおける省電力化技術と

してスリープによる省電力化制御がある [30]．これは基地局に含まれ，光信号の

送受信を行うONU(Optical Network Unit)部分をスリープさせることで消費電力

の低減を行う制御である．しかし，ONUがスリープを行っているときはデータの

やりとりを行うことができず，通信品質が悪化する可能性がある．そのため，通

信品質を担保した省電力化制御を行う必要がある．また，ネットワークにおける

省電力化を検討する場合，基地局の省電力化を行うことが一般的である [23, 31]．

しかしながら，C-RANでは基地局を集中制御しているため，他の基地局の状況

を考慮した省電力化の実現が可能である．そこで，基地局と無線部分だけでなく

ネットワーク全体を考慮した効果的な省電力化制御の検討を行う．
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1.2 本研究の目的

本研究では，次世代無線アクセスネットワークにおける省電力化の実現を目的

とする．前節で述べた通り，ネットワークに接続される端末数が増大し，ネット

ワークに求められる要求が多様化している状況ではネットワークにおける負荷の

増大は免れない．そこでネットワークを構築する各構成要素において省電力化制

御を用いることでネットワーク全体の省電力化を実現する．

本研究の完遂は，次世代無線アクセスネットワークにおける省電力化手法の確

立を意味する．これにより，増大し続けるネットワークの電力的な負荷を低減す

ることが可能となり，ネットワークの一部だけでなくアクセスネットワーク全体

の省電力化に貢献することが可能となる．
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1.3 本論文の構成

本論文の構成は以下の通りである．

第 1章は序論であり，本研究の背景とその目的について述べた．

第 2章では，次世代無線アクセスネットワークにおいて利用されている既存の

省電力化技術とその課題について述べる．ここでは，スリープによる省電力化制

御の課題を中心にネットワーク全体を考慮した省電力化制御が必要である理由に

ついて説明する．

第 3章では，RRHにおけるグループスケジューリングを用いた省電力化手法を

提案する．さらに，RRHのスリープと光給電を用いた複合制御について説明を

行う．提案手法の性能について数値解析を行い，提案手法の有効性を検討する．

第 4章では，OLTにおけるタイムスロットを用いた省電力化手法の提案を行う．

ここでは，トラヒックのモデル化に加え，タイムスロットを用いた省電力化手法

について説明を行う．また，数値解析により提案手法の有効性を検討する．

第 5章は結論であり，本論文のまとめである．

12



　



第2章

次世代無線アクセスネットワークにお

ける省電力化制御技術とその課題

2.1 はじめに

現在，次世代無線アクセスネットワークとして期待されるクラウド無線アクセ

スネットワークについて，様々な研究が盛んに行われている [32,33]．クラウド無

線アクセスネットワークではコンピュータやスマートフォンだけでなく，自動車

などのあらゆる種類のデバイスがインターネットに接続され，さらには，ARな

どの新しい可能性を含んだサービスにも活用されることになる．これに伴い，よ

り多様なネットワークからの要求に対応する必要があり，その要求はより複雑と

なっている [7,8]．本章ではまず，このクラウド無線アクセスネットワークの基本

的な構成や特徴についてまとめる．次に，クラウド無線アクセスネットワークで

用いられている技術である省電力技術と電力供給技術について述べる．また，そ

の技術における特徴について詳述する．最後に，これらの技術を用いた際の課題

について指摘する．
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図 2.1: 想定するC-RAN

2.2 ネットワークの構成

ここではまず始めに，クラウド無線アクセスネットワークの基本的な構成や特

徴について述べる．本研究で想定するネットワークを図 2.1に示す．

想定ネットワークでは FiWiと C-RANの両方を組み合わせて作られたネット

ワークを想定しており，PoF を用いた光給電を可能としている．図 2.1で示され

たように，想定ネットワークは大まかにCO(Central Office)，OLT，RRHの 3つ

の領域に分けることが可能である．

一般的に，C-RANは IoT装置の要求の多様性に対処するために集中制御が利
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図 2.2: 想定する FiWiネットワーク

用される [20,21]．そのため，このネットワークではCOとその中に含まれるBBU

（Base Band Unit）がネットワーク全体を一括で管理し，これによりすべてのRRH

を集中制御することが可能であると想定している．

次に，FiWiに関しては，無線ネットワークと有線ネットワークの両方を組み合

わせて利用される．想定しているFiWiネットワークを図 2.2に示す．FiWiネット

ワークにおける有線ネットワーク部分は，スプリッタ，光ファイバ，OLT，ONU

で構成される [24–26]．OLTはコアネットワークから受信したデータをそれぞれ

のRRHに光ファイバを通して送信する．この時，データを光信号に変換して光

ファイバとスプリッタを介することで通信を行っている．さらに，OLT自体は，

複数のOSU（Optical Subscriber Unit）から構成され，通信および電源供給のた

めの信号を送信することが可能となる [34,35]．本稿では，各OLTがデータ通信用

の複数のOSUを有し，それぞれが固有の波長で動作すると想定する．特に，PoF

16
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用OSUは、通信用とは別の波長を使用して電力を供給するため，PoFの実現を

可能としている．PoFに関しては後述する．また，これらのOSUは，データトラ

フィックの需要に応じてスリープを行うことも可能であり，OLTにおける消費電

力の削減に貢献する．同時に，PoFを用いることでOLTはRRHに電力を送るこ

とが可能となる．一方，FiWiネットワークにおける無線ネットワーク部分は，広

範囲の IoTデバイスに同時に対応できるセルラネットワークにて構成される [27]．

ここに含まれるRRH は電波を送受信する無線装置であり，無線デバイスを含め

た BBUと RRHへの通信は C-RANにおいて集中制御で管理される [23, 36]．こ

こで BBUや RRHの動作を制御することにより，スムーズな通信が実現可能で

ある．

本稿で想定しているネットワークは，高密度・高スループットを実現するため

に多数のRRH が設置されているフィールドを想定している．このネットワーク

においてはネットワークの通信要求が非常に高い状況においても十分な通信容量

を提供することが可能であるが，ネットワークの通信要求があまり高くない場合，

不必要にRRH が稼働していることになる．そこでネットワークの通信状況に応

じてRRH のスリープを導入することで消費電力の低減を可能とする．
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図 2.3: RRHにおけるONU Sleep

2.3 スリープを用いた省電力化制御

RRH内に含まれるONUモジュールでは特定の部分をスリープすることでONU

の消費電力を低減することが可能なONUスリープが実装されている．図 2.3に

ONUスリーブを行うときのRRH内のエネルギーの流れを示す．

このスリープモードはRRH内のONUのモジュール部分をスリープさせること

で消費電力を低減する技術であるが [30]，ONUモジュールのRx（Receiver）部

分はOLTからの電力とデータを受信するために常に起動していることとする．そ

のためONUモジュールの送信にかかわるTx（Transmitter）部分においてスリー

プモードを導入することでRRH の消費電力を削減する．スリープモードにはア

クティブ状態とスリープ状態の 2 つの状態があり，アクティブ状態の場合はデー
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タを受信したらすぐに端末に向けてデータを送信する事が可能だが，スリープ状

態の場合は送信部分のTx 部分をスリープさせているため，端末に向けたデータ

送信は不可能となる．

本稿では，ONUにおけるスリープモードを用いた消費電力の低減だけでなく，

OLTにおけるスリープを用いた消費電力の低減の両立を実現する．これまでの研

究では，ONUとOLTの省電力化が独立して行われているが，本稿では，OLTと

連携して省電力を図ることとする．OLTと連携した具体的な省電力化のための制

御は 4章にて説明する．
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図 2.4: 光ファイバにおける電力供給

2.4 光ファイバを用いた電力供給技術

まず，光ファイバを用いた電力供給技術を説明する前に，本稿で想定するFiWi

ネットワークの特徴について説明する．本稿では光ファイバとスプリッタを用い

てOLTとRRHを一対多で接続するアクセスネットワークの方式を用いている．

OLTと複数のRRHを接続する際，RRHの制御は，C-RANの集中制御にて行わ

れていると想定する．基本的にOLTはコアネットワークから送られてきたデー

タを受け取り，RRHへと送信するが，これとは別にRRHに電力も送信する．こ

こで，光エネルギーを光ファイバを介して遠隔地に伝送して電気エネルギーに変

換する技術である PoFを使用することになる．

図 2.4に示すように RRHは ONUモジュール，バッテリ，アンテナの 3 つの

領域に大まかに分けることが可能である．RRHのONUモジュールはOLTと光

ファイバを用いた通信を行っており，ここではクラッド径 125μmでコア径 50μ

mのマルチモードファイバを用いることとする [37]．ダウンリンク通信の場合，

COからのデータはOLTのRx 部分で受信し [38]，Tx部分に送られた後，Laser

Diode (LD) 部分からRRHに向けて送信される．OLTのLDではデータを光信号

20



第 2章 次世代無線アクセスネットワークにおける省電力化制御技術とその課題

(a) ONUが Activeの時

(b) ONUが Sleepの時

図 2.5: PoFを行う時のONU

に変換し，ファイバを介してRRHに送信する．RRHではPhoto Diode (PD) で

光信号が電気信号に変換されるが，PoFによる給電や不要なデータを受信した場

合は Rx 部分からバッテリに送られる．バッテリ部分ではOLT から受信した電

力を蓄えて，ONU モジュールやアンテナの稼働電力として利用する．

さらに，本稿ではONUスリープを導入して省電力化を図っている．そのため，

ONUの状態によってPoFによる給電の状況が変わることになる．PoFを行うと

きのONUの状態を図 2.5に示す．

ONUがアクティブ状態の時は，PoFによる電力供給は行わず，トラヒックデー
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タのやりとりのみを行う．これはPoFによって供給される電力が，通信を行う際

の電力よりも大きいため，通信と同時に電力供給を行うことによる，通信への悪

影響を避けるためである．一方でONUがスリープ状態の場合は，通信への影響

を考慮する必要がないため，通信よりも電力の大きい，PoF用の電力供給が可能

となる．
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2.5 スリープによる省電力化制御の課題

前述したONUにおける省電力化制御を行う場合，いくつかの問題が懸念され

る．一つ目の問題点として，省電力化制御としてスリープを用いる場合，ユーザ

における通信品質への影響が懸念される．スリープを用いた省電力化制御は前述

の通り，RRH内のONUのモジュール部分をスリープさせることで消費電力を低

減する技術である．ONUモジュールのRx部分はOLTからの電力とデータを受

信するために常に起動していることになるが，ONUモジュールの送信にかかわ

る Tx部分においてスリープモードを導入することで RRHの消費電力を削減す

るため，データの送信を行うことができない．そのため，データを受信したらす

ぐに端末に向けてデータを送信する事が不可能となる．これは厳しい遅延の条件

を持つアプリケーションにとっては致命的であり，通信品質の観点から悪化は免

れない．そのため，無条件にONUをスリープさせるのではなく，通信品質の担

保をするような制御を行う必要がある．また，既存研究の多くはONUスリープ

を用いることでネットワークにおける省電力化を実現している [23,25,31]．しか

しながら，消費電力の観点から考えるに，ONUにおける消費電力だけではなく，

OLTを含めた，ネットワーク全体を考慮した省電力化が必要である．本稿で想定

しているネットワークは集中制御型のネットワークであり，各々のONUを独立

に省電力化するのではなく，各ONUの状態を認識した上で，省電力化を行うこ

とが可能である．そのため，本稿ではONUの消費電力を考慮した上で，OLTを

含めた，ネットワーク全体における消費電力の低減を目指す必要がある．
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2.6 おわりに

本章では，次世代無線アクセスネットワークにおいて利用されている既存の省

電力化技術とその課題について述べた．まず，本稿にて用いられるネットワーク

に関して説明を行い，どういった構成のネットワークを対象にするのかを述べた．

次に，スリープを用いた省電力化制御に関しての説明を行い，それに伴い，光ファ

イバを用いた電力供給技術についても説明を加えた．そして，スリープによる省

電力化制御の課題を中心にネットワーク全体を考慮した省電力化制御が必要であ

ることを指摘した．スリープによる省電力化制御の課題として，スリープを行う

際に，通信品質の悪化の可能性があることを指摘し，通信品質を担保した省電力

化制御を行う必要があることを示した。また，集中制御型ネットワークの特徴を

活かして，ネットワークの一部分の省電力化を行うのではなく，ネットワーク全

体を考慮した省電力化制御を行う必要があることを示した．
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第3章

RRHにおけるグループスケジューリ

ングを用いた省電力化手法

3.1 はじめに

前章では次世代無線アクセスネットワークにおける省電力化制御とその課題に

関して述べた．そのうち，スリープによって通信品質が悪化する可能性があると

いう課題を上げた．そこで，通信品質を担保した上で省電力化を行う必要がある

と考えられる．本章では，通信品質としてQoE(Quality of Experience)を例に挙

げ，そのQoEを担保した上で省電力化を実現する．まず，想定している環境につ

いて述べ，QoEに関してもここで説明する．次に，RRHのスリープと光給電を

用いた複合制御について説明を行う．そして，RRHにおけるグループスケジュー

リングを用いた省電力化手法の提案を行う．最後に，ONUの消費電力が低減す

ることを確認し，ONUの自立稼働に必要なOLTの送信電力の評価を行う．
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図 3.1: 想定環境

3.2 想定環境

本節では，RRHにおけるグループスケジューリングを用いた省電力化手法を

提案する上で想定される環境について述べる．その上でQoEに関してどのよう

にネットワークを設定することにより通信品質を担保することが可能になるのか

を説明する．そして，具体的にどの程度の数のRRHを配置すれば，QoEが担保

できるかについて検討する．

図 3.1に想定環境を示す．ここでは前提条件として多数の RRHが配置されて

おり，高密度・高スループットの要求を満足できると仮定している．さらに，配

置されたRRHすべてを稼働することは消費電力の無駄につながるため，RRHの

スリープを導入することとする．また，スリープしているRRHの代わりに他の

起動しているRRHがカバーエリアを広げることで，データを目的の端末に届け

ることを可能にし，RRHにスリープ状態を導入した状態においても通信を実現

している．次節では通信品質の担保を行う上で指標となるQoEに関して述べる．
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3.2.1 QoEの定量化

まず本稿において評価の際に重要な指標となるQoEに関して議論を行う．ネッ

トワークを設計する上で，様々なサービスの出現により，ユーザ個人を考慮しつ

つ，ネットワーク全体のパフォーマンスを向上させる必要が出てきた．通常，パ

フォーマンスを評価するための指標としてQoS(Quality of Service)を用いて評価

が行われる．しかしながら，現在ではQoSの代わりにQoEへと評価の焦点が変

わりつつある [39,40]．これは，QoEがユーザの満足度によって決定されるため，

QoS値とは異なり，ネットワークだけでなく個人を考慮した評価をすることが可

能なためである．そのため，QoEを測定する基本的なフレームワークとして主観

的な測定方法と客観的な測定方法の両方を考慮する必要がある [41]．まず，主観

的な測定方法に関して述べる．主観的な測定方法ではユーザの主観に基づいた評

価が実施される．ユーザの主観を考慮した場合，直接QoEの値をリアルタイム

に反映することが可能であるため，この方法を用いた場合は高い正確性があると

言える．この場合，結果としてQoE値のみが得られるため，ユーザにとっての

「なぜQoEが低下しているのか」という，原因となる要因の特定を行う詳細な調

査が必要であると考えられる．そこで得られたQoEの結果がどういった要因に

よって変化しているのかを明らかにし，通信品質を担保するためにQoE低下の原

因となる要因をいくつか定め，その値を制御することでQoEにかかる影響を検

討する．一方で，客観的な測定方法では，主観的な測定方法とは対照的にネット

ワーク上の客観的な要因を用いる．この要因を検討した結果としてユーザQoEを

モデリングすることができ，QoEを測定することが可能となる．そのため，ネッ

トワークにおける要因がどういった影響をQoEに与えるかを検討することが必

要となる．以上のことから主観的な測定方法と客観的な測定方法のどちらを用い
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た場合でも，ユーザQoEに影響を与える要因としてネットワークQoSを用いる

ことが考えられる．そのため，本稿ではQoSに基づいてQoEの測定を行う．

本来であれば，正確なQoEとQoSの測定と制御のためにはE2E（End to End）

通信を考慮すべきである．5Gネットワークを考慮した場合，5Gネットワークは

フロントホール，バックホール，コアネットワークの 3つの部分に分けることが

可能である．バックホールとコアネットワークは ATM(Asynchronous Transfer

Mode) [42]やEthernet，MPLS(Multi Protocol Label Switching) [43]といった有

線技術によって構成されており，IETF RFC 1633 and 2474 に規定されている

IntServ や DiffServ [44]によって高い QoS が保証されている．一方でフロント

ホールでは様々な無線と有線の技術が使われており [45,46]，QoSを確実に担保す

る方法が確立されていない．そのため，フロントホールのQoS はユーザのQoE

に大きな影響を与えると考えられる．そこで本稿ではフロントホールのQoS に

焦点を当て，QoEについて検討を行う．

QoEを検討する要因として，ここではQoSだけでなくユーザ端末における消

費電力もユーザにおけるQoE低下の要因として考えられている [47]．これは端末

のバッテリがなくなることでユーザのQoE が低下し，不満が現れるためである．

この問題は端末が小型化していく現在のトレンドによってより深刻になる．しか

しながら，消費電力の観点から検討した場合，ユーザのQoEは要求するサービ

スによって変化する．例えば，音声通話の場合，消費電力が高いことはあまり許

容されない．一方，ビデオストリーミングのようなサービスの場合は消費電力が

高くても許容されることが多い．つまり，サービスによってその要求も変化して

いると言える．また，IoT端末を想定した場合，そもそもの IoT端末における消

費電力は非常に小さく，ネットワークにおける影響がそこまで大きくないと言え
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る．以上のことから，本稿においてはフロントホールにおけるQoSを用いること

でQoEを測定することとする．ここでのフロントホールにおけるQoSはパケッ

トロス率を用いる．

QoE モデルを構築する際にQoSの項目における値とQoE値との間の関係を決

定することでQoEの値を導出する．この時のQoE値の導出する方法の一つの例

としてMOS（Mean Opinion Score) 値がある [48]．MOS 値は主観品質比較手法

の一つであり，5 段階で品質を評価する手法である．そこで本稿ではQoE を 5 段

階で評価することとする．

3.2.2 通信品質の担保に必要なRRH数の決定

本項では，前節で述べた，QoEを導出するに当たってネットワークの構成要素

がどれだけQoS値に影響を与えるのかについて検討を行う．本稿ではQoEを構

成するQoS項目の中からパケットロス率に焦点を当て，ネットワークの構成要素

の一つであるRRH数が変化した場合にQoEがどれほど変化するのかについて考

察する．その上で，RRH数とQoEの関係を示すことにより，省電力化制御を行

う上で通信品質の担保に必要なRRHの数を導出する．

RRH数とQoEの関係を考察するにあたって，図 3.2のようなモデルを想定す

る．また，パラメータを表 3.1に示す．

ここではRRHはグリッド状に配置するとし，ユーザの分布は均一だとする．

RRHとユーザ端末との平均通信距離を xとし，これはRRH数Nrrhによって

決定される．
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rrh

図 3.2: 解析モデル

x =
R

2
. (3.1)

ただし，RRHの最大通信半径Rは下記の式で表されるとする．

R =
A
√
2

2
√
Nrrh

. (3.2)
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表 3.1: 想定環境におけるパラメータ

Notation Description

x ユーザとRRHの平均通信距離 m

R RRHの最大通信半径 m

A エリア 1辺の距離 m

Nrrh 設置されるRRH数　

次に平均通信距離がパケットロス率に与える影響を考える．

[49]よりパケットロス率 PF (x)と平均通信距離 xの関係は下の式で表される．

PF (x) = 1− (x2m)m

Γ(m)

∫ 1
R2

0

zm−1e−x 2mzdz. (3.3)

ただし，この式に含まれるmは連続値をとるように下記のように設定する．

m = 1.5
150
x − 0.5. (3.4)

さらに，[41]よりパケットロス率 PF (x)とQoEの関係は下の式で表される．

QoE = 3.010e−4.473PF (x) + 1.065. (3.5)

以上より，RRH数からQoEを導出することが可能となる．

図 3.3は，RRH数ごとのQoEの値を示している．この結果を導出する際，各

RRHの最大通信半径を 400m，エリア 1辺の距離を 500mとしている．グラフか

らわかるようにRRH数が増加するにつれ，QoEの値も増加していると言える．
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QoEの値は図 3.3からわかるようにRRH数によって決定されるため，例えば

QoEレベル 4を保証しようとした場合，少なくとも 36台のRRHが稼働していれ

ばQoEを保証することができる．
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図 3.3: RRH数とQoEの関係
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3.3 RRHのスリープと光給電を用いた複合制御

本節では，RRHのスリープと光給電を用いた複合制御の提案を行う．もし，ネッ

トワークを構築する際に設定されたQoEレベルよりも要求されるQoEが低い場

合，RRHをスリープさせることでRRHに光給電を行うOLTの消費電力を低減で

きる．そのため，RRHのスリープ制御を行う際にまずRRHをグループに分割し，

その各グループに 2つのフェーズを導入する．Battery-charging phaseはRRHが

稼働するための電力を蓄えるためのフェーズであり，Battery-powered phaseは

Battery-charging phaseで蓄えた電力を使って RRHを稼働させるフェーズであ

る．その 2つのフェーズをうまくスケジューリングすることでスリープと光給電

を用いた複合制御を可能とする.

3.3.1 RRHのグループ分割

ここでは，要求されたQoEレベルに応じて必要なRRH数を決定し，その数に

応じて，RRHのグループを決定していく．ある一つのグループに所属するRRH

はすべて同じタイミングでスリープとアクティブを行うことになる．これによっ

てQoEを担保するためのRRH数の確保と省電力化の両立が可能となる．

まず，要求されるQoEと図 3.3からスリープ可能RRH数N sleep
rrh とアクティブ

RRH数Nactive
rrh を決定する．設置されているすべての RRH数をNrrhとした時，

グループ数Ngroupは下の式で表される．

Ngroup =

{
Nrrh

Nsleep
rrh

　 (N sleep
rrh ≤ Nactive

rrh のとき)

Nrrh

Nactive
rrh
　 (N sleep

rrh > Nactive
rrh のとき)

(3.6)

次にグループの集合 Sgroupを下記のように定義する．
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Sgroup = {s1, s2, ..., si, ..., sNgroup}. (3.7)

次のRRHのスリープスケジューリングではこのグループ Sgroupにそれぞれの

フェーズを導入することで複合制御を行う．

3.3.2 RRHにおけるグループスケジューリング

RRHのグループスケジューリングではBattery-charging phaseとBattery-powered

phaseの 2つのフェーズを導入し，各グループでそれぞれのフェーズを繰り返す．

以下ではそれぞれのフェーズについて詳しく述べる．

まず，Battery-charging phaseではRRHのグループ分割で分けられたグループ

に対応したタイムスロットの時にスリープ状態になることで電力を蓄える．ここ

で蓄えられた電力は Battery-powered phaseで自身の通信を行うために使われる

ほか，Battery-charging phaseに入った別のRRHのカバーエリアをフォローする

のに使われる．ここでは (Ngroup − 1)タイムスロットを稼働することが可能な電

力量を蓄えることになる．例えば，タイムスロット iの間，電力を蓄えるために

グループ siが Battery-charging phaseへと入り，(Ngroup − 1)タイムスロットの

間稼働可能な電力量を蓄えることになる．

次に Battery-powered phaseは Battery-charging phaseの後に繰り返し実施さ

れる．このフェーズではアクティブ状態のRRHがOLTの送信電力を低減するた

めにBattery-charging phaseに入っているRRHの通信をフォローするように動作

する．例えば，タイムスロット iの間，グループ siを除いたすべてのグループに

属している RRHがアクティブ状態で Battery-charging phaseで蓄えられた電力
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図 3.4: スリープスケジューリングの例

を (Ngroup − 1)タイムスロット後にすべて放出できるように制御する．そのため，

OLTはEの値に応じて送信電力を制御することが可能となり，結果としてOLT

の送信電力を低減することが可能となる．図 3.4にRRHのスリープスケジュー

リングの例を示す．

図 3.4では，各タイムスロットに対応するグループがスリープに入っており，

スリープのグループが通信不可能なカバーエリアを他のアクティブなグループが

フォローすることでQoEを保証した通信を実現する．

37



第 3章 RRHにおけるグループスケジューリングを用いた省電力化手法

3.4 性能評価

本節では，前節で提案した手法の数値解析を行う．前節までに説明した提案手

法を用いてONUの消費電力の低減を行い，それによってONUの自立稼働に必

要な消費電力の低減が可能となる．さらに，ONUの自立稼働に必要な消費電力

が低減することで，OLTが送信する電力も低減することになる．ここでは光給電

におけるOLTの送信電力を数学的に解析し，その結果を提案手法を用いた場合

と用いなかった場合で比較して，提案手法の有効性を確認する．

提案手法の複合制御の効果を確認するために，数値解析によって評価を行う．

想定ネットワークでは 72台のRRHと 15台のOLTが配置されており，保証する

QoEレベルは 4とする．図 3.3よりQoEレベル 4を保証するために必要なRRH

は 36台であるので，72台のうち少なくとも 36台を稼働すればQoEを保証する

ことができる．つまり 36台のRRHはスリープすることが可能である．スリープ

状態とアクティブ状態の消費電力はそれぞれ 0.7W [37],1.5W [50]とし，OLTが

RRHに送信可能な最大送信電力は 20W，Optic-Electric (O/E)変換効率は 0.5と

している．

ここでOLTの送信電力をEOLT とすると，下の式で表される．

EOLT =
EONUN

OLT
ONU

eONU

. (3.8)

ただしここでONUの消費電力EONU はONUがスリープ状態の時の消費電力

とアクティブ状態の時の消費電力との和になるため，下の式で表される．

EONU = Eactive
Ngroup − 1

Ngroup

+ Esleep
1

Ngroup

. (3.9)
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表 3.2: 解析で用いた数式における各表記のまとめ

Notation Description

EOLT OLTの送信電力 W

EONU ONUの消費電力 W

NOLT
ONU 1台のOLTに接続するONU数

eONU O/E変換効率

Eactive アクティブ時の消費電力 W

Esleep スリープ時の消費電力 W

Ngroup グループ数

… …

: OLT

: RRH

図 3.5: 解析で用いた数式における各表記のまとめ
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図 3.6: ONUの平均消費電力

ここで，解析で用いた数式における各表記を表 3.2と図 3.5にまとめる．

次に，図 3.6に提案手法を用いた場合と，用いなかった場合のONUの平均消

費電力を示す．この結果から，提案手法を用いることで一台当たりのONUにお

ける消費電力が，低減していることが確認できる．

図 3.7には提案手法を用いた場合と，用いなかった場合のOLTの平均送信電力

を示す．この結果から提案している複合制御によってOLTの平均送信電力が低

減していることは明らかだと言える．提案手法ではRRHのスリープを効果的に

スケジューリングすることで送信電力のみでRRHが自律稼働し，送信電力が低

減している．この結果，約 3割の送信電力を低減することができた．以上のこと

から，提案手法の有用性は明らかである．
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図 3.7: OLTの平均送信電力の比較
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3.5 おわりに

本章では，RRHにおけるグループスケジューリングを用いた省電力化のための

複合制御を提案した．まず，省電力化のためにスリープを行う必要があるが，通

信品質の悪化の懸念があった．そこで，通信品質を担保するために，QoEと呼ば

れる指標を導入し，QoEの値を担保することで通信品質の担保を行った．ここで

は，パケットロス率を評価するQoSの値として，通信品質の担保に必要なRRH

数をQoEを基に決定した．これによって，スリープ可能なRRH数が導出できる

ため，これを用いて，RRHのグループを決定した．RRHのグループを決定した

上で，提案手法では，スリープのグループスケジューリングを導入した．これに

より，QoEを保証しつつ，RRHの自立稼働も実現することが可能となった．そ

して最後に，提案手法の性能について数値解析を行い，提案手法の有効性を確認

した．
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第4章

OLTにおけるタイムスロットを用い

た省電力化手法

4.1 はじめに

本章ではOLTにおけるタイムスロットを用いた省電力化手法の提案を行う．こ

こでは，OLTだけでなくONUの消費電力を考慮した上でネットワーク全体の消

費電力を低減する．さらに，トラヒックモデルを考慮し，そこで発生する遅延を

保証することが可能なタイムスロットを用いた省電力化手法について説明を行う．

そして，数値解析にて提案手法の有効性を検討する．
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4.2 想定システム

本節ではOLTにおけるタイムスロットを用いた省電力化手法を提案する上で

想定するシステムに関して述べる．本章にて提案する手法では，従来のONUス

リープ方式とは異なり，入力トラフィックに応じてスリープ状態とアクティブ状

態を切り替えるタイムスロットを用いた方式を導入する．これにより，すべての

ONUのスリープをOLTと同期させることが可能となり，ネットワーク全体を考

慮した省電力化制御を実現することができる．また，ONUがスリープモードのと

き，ONUのバッテリはPoFを介して充電することが可能となる．これは，ONU

が外部電源なしで動作すること，つまり自立稼働の実現を可能にする．さらに，

モデルの入力トラフィックは，IoTトラフィックモデルに従って作成する．これ

に加えて，遅延における閾値を定義することによって，サービス待ち時間に敏感

なリアルタイム IoTに対処することが可能となる．そして最終的には，入力トラ

ヒックに応じてOLT内のOSUの数を減らすことで，OLTの消費電力を削減する

ことにより省電力化を実現することを目指す．ここで，本章にて想定しているシ

ステムとOLTにおいて発生する消費電力，PoF用OSUと通信用OSUの間に発

生する消費電力のトレードオフについて図 4.1に示す．

本章にて想定するシステムであるC-RANはRRHとBBUで構成される．ここ

ではBBUにOLTが、RRHにONUが実装されていると想定する．RRHは IoT端

末とのデータ交換を行い，BBUはベースバンド信号の処理とRRHとデバイス間

の通信を管理する [51,52]．さらに，BBUは，リソース割り当て，eICIC(enhanced

InterCell Interference Coordination）およびCoMP(Coordinated Multi-Point)と

いった機能の実行も行う．このようにBBUに機能が集中することで，BBUの消

費電力は増大する傾向にある．さらに，セル内干渉およびセル間干渉を伴う通信
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図 4.1: 想定システムと PoF用OSUと通信用OSUにおける消費電力のトレード

オフ関係

機能の負担の増大は，エネルギー効率およびサービス品質の両方を著しく低下さ

せる可能性がある [53]. そのため，ネットワーク全体の省電力化を実現すること

は急務である．

また，FiWiネットワークにおいても，ONUやOLTなどのコンポーネントにお

いて省電力化が必要である [25]. ONUに関しては，これらのコンポーネントを省

電力モードにすることで，エネルギー消費を抑えるONUスリープが可能となる.

このONUスリープを定期的に実行することで，FiWiネットワークにおける省電

力化が可能となる. 本稿ではそのONUスリープをOLTによって管理することで

より効果的な省電力化制御を行う．このときOLTの消費電力が稼働するOSU数

によって変化することになる．そのため，FiWiネットワークにおけるOLT制御

を考慮する場合，OSUを適切に管理することが重要となる．OSUは，光信号の

変換およびONUとの通信を担当するOLTのモジュールであり，一つに対して 1
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波長を取り扱う．そのため，OLTでは複数の波長を取り扱って通信を行うため，

同じOLT内の複数のOSUが同時に動作することになる．そこで，本稿における

省電力と低遅延の実現は，このOLTにおけるコンポーネントをうまく制御する

ことによって達成することが可能となる [34, 35,54–56]．

ここから，システム全体の制御を行うためにタイムスロットを用いたOLTに

おける省電力化制御に加え，ONUおよびOLTにおける消費電力を導出するため

のモデルについて詳述する．図 4.1に示すように，モデルは複数の部分に分割さ

れる．ここでは，各部分についてそれぞれ具体的に説明していく．本稿にて提案

する方法において，OLTは通信に用いる波長の他に，通信と電力供給の周波数

を分離できるようにしている電力供給専用のOSUを持つ．OLTはまた，各OSU

の波長を動的にルーティングするAWGR（Arrayed Waveguide Grating Router）

を有している [57]．OLTからの光信号は，光ファイバを介して ONUに到達し，

ONUにおいて，光信号をデータに戻すことになる．これに加え，PoFでは，光

ファイバを介して電力供給用の光信号を ONUに送ることで，ONUに電力が供

給される．これによって，ONUのバッテリを充電することが可能となる．しか

しながら，PoFによる電力供給を最小限にするために，ONUは，データ通信の

頻度に応じてより消費電力の小さいスリープフェーズに入ることによって省電力

化を実現することも可能である．スリープフェーズでは，ONUの受信モジュー

ルの電源を入れたまま送信モジュールをスリープさせて消費電力を削減し，途中

でデータを損失せずに電力を受信できるようにする．ここでは PoF用の波長を

用いて，効率的に電力供給を行い，他の通信しているONUに影響を与えないよ

うにしている．ここで，ONUがアクティブフェーズにあるとき，OLTが同時に

データと電力の両方を送信しない．ここでデータ通信中に光給電が行われない理
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由は，非線形現象によってデータ通信が損なわれないようにするためである [58]．

逆に，アクティブフェーズの間は，送信モジュールと受信モジュールの両方の電

源が入った状態で，データ通信用の波長を用いることで通信を実現している．

理想的には，ONUはOLTによって供給される電力エネルギー，すなわち，他

の外部電源なしで動作することが理想的である．これを可能にするために，各

ONUアクティブとスリープを行うサービスサイクルは，実際に IoTデバイス要

求を満たすために必要なアクティブフェーズと，ONUのバッテリの充電のため

のスリープフェーズから構成されることになる．さらに，スリープフェーズ中に

PoFによって供給される電力は，アクティブフェーズで消費される電力と等しい

とする．これはONUの稼働が，1サイクルだけでなく，持続的に稼働しなけれ

ばならないため，1サイクルにおける消費電力と供給される電力が等しくなれば，

次のサイクルの影響を考慮することなく，スリープとアクティブのサイクルを決

定することが可能となるためである．

図 4.2にONUにおけるスリープフェーズとアクティブフェーズの例を示す．こ

こでは，ONUの 1サイクルをTcとし，スリープフェーズをTs，アクティブフェー

ズを Taとしている．このときONUで消費される電力はOLTから供給される電

力である PPoF と等しくなるようにアクティブフェーズとスリープフェーズを決

定している．

したがって，以上のことからONUの消費電力を最小限に抑えるために，入力

データトラヒックと保証しなければならない遅延要件を考慮しながら，アクティ

ブフェーズを最小限に抑えることによってOLTの消費電力を最小限にすること

を目指す．ONUおよびOSUのスリープフェーズを用いて省電力化すること，特

にネットワークにおける保証しなければならない遅延要件を考慮する必要がある
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図 4.2: ONUにおけるスリープフェーズとアクティブフェーズの例

ため，十分な制御を行い，適切にOLTの消費電力を低減していくことが必要で

ある．

ここで，OLTにおける消費電力がどのように決定されるかについて検討する．

図 4.3に OLTの消費電力がどのように決定されるのかを示す．まず，PoF用の

OSUに関して言えば，ONUが自立稼働するための電力を供給しなければならな

い．つまり，ONUの消費電力小さければ小さいほど，OLTが供給しなければな

らない消費電力が小さくなるのは前述の通りである．また，通信用のOSUに関

して言えば，通信に必要なONU数と同じだけのOSU数を起動することでシーム

レスな通信を実現している．そのため，ONUの通信量によって通信用のOSUの

稼働台数が決定されることになる．つまり，トラフィック量が小さいときに従来

ではアイドル状態であったOSUをスリープモードに置くことによって消費電力
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図 4.3: OLTの消費電力の決定

を低減することができる．

4.2.1 ONUにおけるタイムスロットの導入

ここでは，ONUスリープを行う上で，タイムスロットを導入したときにOLT

に与える影響について述べる．前述の通り，OLTにおける消費電力はONUにお

ける消費電力の影響を受ける．そのため，ONUの制御を上手く行うことで，OLT

における消費電力をさらに低減することが可能となる．そこで，ONUスリープ

をタイムスロットに基づいて行い，OLTに接続される複数のONUをより効果的

に省電力化することで，OLTの消費電力の低減を行う．

図 4.4では，タイムスロット数の違いによるOSU数の変化を示している．ここ

では 1サイクルにおける稼働OSU数の違いを比較している．1サイクルにおける

稼働OSU数が少なく済めば，前述の通りOLTの消費電力を低減することが可能

となる．まず，タイムスロット数が 1つの例を考える．このとき，既存手法であ
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図 4.4: タイムスロット数の違いによるOSU数の変化

れば 4台のONUと通信するために 4台のOSUを稼働することになる．これは，

ペアになったONU同士にアクティブ時間の重複があるため，重複した時間の通

信を確保するために 4台のOSUを稼働する必要があるためである．一方、タイ

ムスロットを 3つにした例を考える．こちらはタイムスロットごとにOSUの稼

働台数を変更することができる．そして，ペアごとに存在する重複しているタイ

ムスロットを分散させることで，該当するタイムスロットにおける稼働OSUを

減らし，全体的な稼働OSU数の低減に貢献している．つまり，ONUアクティブ

フェーズの重複を最小限にするために十分な制御を行うことができれば，必要な

OSUの量を大幅に減らすことが可能となる．したがって，OSU側の稼働台数の

低減のために，ONUの 1サイクルにおいてタイムスロットを用いた細分化を行

うことを提案する．タイムスロットを導入することにより，OLTは，各タイムス

ロットに必要なアクティブなOSUの正確な数をスケジューリングすることがで

きるため，エネルギー消費を低減することが可能となる．しかしながら，より多

くのタイムスロットを導入することにより，オーバーヘッドコストのためにONU

のエネルギー消費が増加することも考えられる．
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図 4.5: タイムスロット数を変えたときの追加消費電力

図 4.5はタイムスロット数が増加したときの追加消費電力に関して示している．

OLTは PoFを介して，OSUからONUに電力を供給しなければならない．デー

タ通信用OSUを考えた場合，タイムスロット数を増加させることで，より詳細

なスケジューリングが可能となり，稼働するOSUの台数を低減することが可能

となるが，PoF用OSUを考えた場合はそうではない．PoF用のOSUの消費電力

は，ONUによって消費された電力に等しいため，ONUにおける無駄な消費電力

の増加は避けなければならない．しかしながら，タイムスロット数の増加はONU

におけるアクティブフェーズとスリープフェーズの切り替えのために追加消費電

力を発生させることとなる．そのため，図 4.1に示したようなトレードオフの関

係が存在することになる．したがって，本稿によって提案される方式では，シス

テム全体のエネルギー消費を最小にするために，このタイムスロットにおける最

適な構成を見つける手法を提案する．
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図 4.6: ONU jにおけるマルコフ連鎖

4.2.2 トラヒックモデル

ここで，デバイスと RRH / ONUの間のトラフィックをモデル化するために

CMMPP（Coupled Multiple Markov Modulated Poisson Process）を用いてトラ

ヒックモデルを作成する [59–61]. 本章で想定するモデルにおけるマルコフ連鎖の

各状態は，ONUの状態を表す. つまり，状態 sji は，i個のデバイスがONU jに

接続されている状態を意味する．さらに，マルコフ連鎖の状態間の遷移は，デバ

イスの移動性を示している．ここで，P j
i,i−1は，i台のデバイスが接続されている

ときに 1台のデバイスがONU jの近傍を離れる確率を表し，P j
i,i+1は，同じ状況

でONU jの近傍に加わる確率，P j
i,iは変化のない確率を示す．したがって，マル

コフ連鎖は，図 4.6に示すように，隣接する状態間の接続のみを持ち，ここでN

は，ONUにおけるデバイスの最大接続数である．

このモデルでは，状態間の遷移確率を変更するだけで，モビリティを柔軟に表

現可能である．このCMMPPからデータ到着率の期待値を求めることが出来る．
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E[λj
α] =

N∑
i=0

(
i · λ0 · πj

i

)
, (4.1)

ここで，λj
αはONU jにおけるデータトラフィック到着率，λ0はデバイス一台

当たりのデータトラフィック発生率，πj
i は状態 sji の定常状態確率である．

4.2.3 平均遅延

ここで，ONUの稼働サイクルは長さ Tc秒で動作すると仮定する．このサイク

ルは，スリープフェーズ T j
s と，アクティブフェーズ T j

a の和から成る. ONUの

バッテリはスリープフェーズ中のみOLTから充電されるため，T j
s = 0となると，

ONUに外部電源が必要となる. 一方で，T j
a = 0であれば，ONUに接続されたデ

バイスはサービスを受けることが出来なく，こちらも明らかに許容することはで

きない. ここでは，すべてのサイクルがスリープフェーズから始まり，アクティブ

フェーズで終了するか，アクティブフェーズから始まり，スリープフェーズで終

了するかのどちらかと仮定する. つまり，サイクル途中でのアクティブとスリー

プの切り替えはここでは出来ないと仮定する.

Tc = T j
s + T j

a . (4.2)

ONUは，スリープフェーズ中にデバイスからデータを受信することができる.

しかしながら，このデータはスリープフェーズ中は処理できないため，アクティ

ブフェーズが開始されるまでバッファリングされる. その結果，データには遅延

が発生することとなる. さらに，ONUが到着したデータを処理するのに必要な時

間にかかる遅延も存在する. これは，ONU jの 1秒あたりの処理速度 λj
βとして

表される. そして，処理速度に関して，平均遅延が無限大にならないよう以下の
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条件を仮定する.

λj
α · Tc ≤ λj

β · T
j
a (4.3)

スリープフェーズでは，ONU jは T j
s · λj

αの要求を受信し，すべてバッファリ

ングされる．ONUは，スリープフェーズが終了すると，これらのバッファリン

グされた要求の処理を開始する．ポアソン過程に基づいて要求が到着するため，

このグループの要求の到着からスリープフェーズの終了までの平均待ち時間は T j
s

2

であると言える．アクティブフェーズが開始した後，バッファされた要求はレー

ト λj
βで 1つずつ処理される. これに伴い，バッファ内の要求が先に処理されるた

め，スリープフェーズの間に到着した要求の平均遅延は次のように表される.

Dj
s =

T j
s

2
+

∑T j
s ·λj

α

i=1

(
i · 1

λj
β

)
T j
s · λj

α

. (4.4)

ここで，アクティブフェーズを 2つのセグメントに分割する．最初のセグメン

トは，アクティブフェーズの始めからバッファが空になるまで続く．要求はこの

フェーズの間にも到着するため，バッファはλj
β −λj

α の割合で減少する．バッファ

は，最初にスリープフェーズ中に到着した要求も処理する必要があるため，この

セグメントの長さは以下で表される．

T j
a1

=
λj
α · T j

s

λj
β − λj

α

. (4.5)

この第 1セグメントに到着する要求の平均到着時間は，ポアソン過程を仮定し

ているので，T j
s +

T j
a1

2
となる．これらの要求は T j

s の間に到着した要求の後にバッ

ファの最後に追加されるため，1秒あたり λj
βの割合で処理される．したがって，

この第 1セグメントの平均遅延は，以下で表される．

Dj
a1

=

∑λj
α·T j

a1
−1

i=0

(
T j
s + T j

a1
− 1

λj
β

· i
)

λj
α · T j

a1

−
(
T j
s +

T j
a1

2

)
. (4.6)
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図 4.7: 平均遅延を求める際のデータの流れ

第 2セグメントは，第 1セグメントの終わりからアクティブフェーズ全体の終

わりまでの期間となる．バッファはこのセグメント中，空でスタートするため，

ここでの遅延は以下となる．

T j
a2

= Tc − T j
s − T j

a1
. (4.7)

Dj
a2

=
1

λj
β

. (4.8)

ここまでの平均遅延を求める際のデータの流れをまとめたモデルを図 4.7に

示す．

最後に，すべての要求における平均遅延は，以下のように表される．

E[Dj] =
Dj

s · λj
α · T j

s +Dj
a1
· λj

α · T j
a1
+Dj

a2
· λj

α · T j
a2

λj
α · Tc

. (4.9)

ここで，担保されなければならない遅延閾値を設定することにより，リアルタ

イム IoTのアプリケーションに対応することが可能となる．ここでは，エネルギー

消費を最小にしようとしているため，各ONU jに対して T j
s の最大値を使用し，

Dj ≤ Daveを満足する．ただし，Daveは最大許容平均遅延である．
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以上のことから，データ通信における遅延値の導出が可能である．そのため，

この遅延値を用いて，アクティブ時間とスリープ時間の比率を導出することが可

能となる．まず，リアルタイム IoTのアプリケーションに対応するために，担保

されなければならない遅延閾値を設定する．ここでは，データ通信における遅延

の値を（4.9）から導出することが可能である．そのため，（4.9）より得られた遅

延とここで設定された遅延閾値を比較して，遅延閾値を満足することができるよ

うなONUのアクティブ時間とスリープ時間の比率を決定することが可能となる．

これを制約条件として，OLTの消費電力を求めることになる．
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図 4.8: 1サイクルにおけるタイムスロット数が 1のONUのアクティブフェーズ

とスリープフェーズ

4.3 タイムスロットを用いた省電力化手法

本節では，ONUの稼働サイクルをタイムスロットに分割し，ONUの状態を制

御することで，通信に必要なOSUの数を最小にする方法を提案する．ここでは，

ONUでペアを作成し，ONUの協調とOSUの割り当てを決定する．1サイクルに

おけるタイムスロット数が 1のONUのアクティブフェーズとスリープフェーズ

を図 4.8に示す．

ここでは，一対の ONU(j1, j2)について考える．これらのタイムスロットは，

図 4.9に示すように，3つのタイプに分類することができる．ただし，灰色のブ

ロックはONUがアクティブであることを示し，残りはスリープしていることを

示す．タイプ（0）のタイムスロットについては，どちらのONUもアクティブで

はないので，OSUはスリープすることが可能である．タイプ（1）のタイムスロッ

トの場合，j1と j2のアクティブ時間の間に重複はない．したがって，一台のOSU

のみで，二台のONUにこのタイムスロットのサービスを提供することができる．

最後に，タイプ（2）のタイムスロットは，タイムスロット中に両方のONUがア

クティブである間隔があるため，このタイムスロット中にこのペアに対して 2つ
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図 4.9: ONU j1 と j2 のペアにおけるタイムスロットのタイプ

のOSUが必要となる．

このタイムスロットの分類に続いて，ONUのペアを 2つのグループに分ける

ことができる．第 1のグループは，T j1
a + T j2

a ≤ Tcとなるようなペア (j1, j2)を含

む．ただし，T j
a = T j

a1
+ T j

a2
である．この第 1のグループでは，タイプ（0）およ

び（1）のタイムスロットのみが必要である．

第 1グループの条件を図 4.10に示す．エネルギー消費を最小限に抑えるため

に，できるだけOSUを使用したくないため，タイムスロットタイプ（0）の数が

最大であることが望ましい．これは，（1）のタイプのすべてのタイムスロットを，

j1と j2の間で，アクティブ時間の比率と同じ割合で分割することで可能となる．

また，M
(j1,j2)
k がペア (j1, j2)のタイプ（k）のタイムスロットの数を，τ がタイ

ムスロットの総数を表すと，第 1のグループの各タイプのタイムスロット数は以

下で表される．
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図 4.10: 第 1グループの条件

M
(j1,j2)
2 = 0;

M
(j1,j2)
1 =

⌈
T j1
a + T j2

a
Tc

τ

⌉
=

⌈
T j1
a + T j2

a

Tc

· τ
⌉
;

M
(j1,j2)
0 = τ −M

(j1,j2)
1 .

(4.10)

一方で，第 2のグループは，T j1
a + T j2

a > Tcとなるようなペア (j1, j2)を含む．

第 2グループの条件を図 4.11に示す．

このペアは必ず 2台のOSUを利用するタイプ（2）のタイムスロットを持つ．そ

のため，省電力化の観点から，このグループはタイプ（0）のタイムスロットを持

たず，タイプ（2）のタイムスロットの数を最小にすることに焦点を当てる．すな

わち，τ = M
(j1,j2)
2 +M

(j1,j2)
1 である．このグループにおいても，タイプ（1）のタ

イムスロットは，アクティブ時間と同じ比率に従って j1と j2との間で分割され

る．さらに，タイプ（2）では，タイプ（2）のタイムスロットの数を最小限にする

ために，両方のONUがタイムスロット全体に対してアクティブになる可能性が

ある．これにより，アクティブなOSUの数を減らすことが可能となる．したがっ
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図 4.11: 第 2グループの条件

て，ONU j1（j2についても同様）では，タイプ（1）のすべてのタイムスロット

とタイプ（2）のすべてのタイムスロットにおけるアクティブ時間の合計が，必要

とされるアクティブ時間以上でなければならない．

T j1
a ≤ M

(j1,j2)
2 · Tc

τ
+
(
τ −M

(j1,j2)
2

)
· T j1

a

T j1
a + T j2

a

· Tc

τ
. (4.11)

さらに，タイプ (2)のタイムスロット数を考えた場合，タイプ (1)のタイムス

ロットがタイプ (2)に変化した瞬間からタイプ (2)のタイムスロット数はM
(j1,j2)
2

となるため，以下が成り立つ．

T j1
a >(
M

(j1,j2)
2 − 1

)
· Tc

τ
+
(
τ −M

(j1,j2)
2 + 1

)
· T j1

a

T j1
a + T j2

a

· Tc

τ
.

(4.12)

61



第 4章 OLTにおけるタイムスロットを用いた省電力化手法

(4.11) と (4.12) の 2つの不等式を結合することによって以下の単純化が可能で

ある．

M
(j1,j2)
2 ≥ T j1

a

T j2
a

· T
j1
a + T j2

a − Tc

Tc

· τ ;

M
(j1,j2)
2 <

T j1
a

T j2
a

· T
j1
a + T j2

a − Tc

Tc

· τ + 1.

(4.13)

そして，T j1
a ≥ T j2

a の場合，以下の結論を得ることができる．

M
(j1,j2)
2 =

⌈
T j1
a

T j2
a

· T
j1
a + T j2

a − Tc

Tc

· τ
⌉
;

M
(j1,j2)
1 = τ −M

(j1,j2)
2 ;

M
(j1,j2)
0 = 0.

(4.14)

以上より，タイムスロット数の導出が可能となる．このタイムスロット数を用

いて，OLTの消費電力の導出を行う．OLTの消費電力はPoF用OSUにおける消

費電力とデータ通信用OSUにおける消費電力から算出されるため，PoF用OSU

における消費電力とデータ通信用OSUにおける消費電力について説明する．

4.3.1 PoF用OSUにおける消費電力

ONUは，OLTによって提供されるエネルギーのみで動作すると想定するため，

ONUを動作させるためのエネルギーは OLTの PoFによって消費されるエネル

ギーに等しい．そのため，ONUに到着する IoTトラフィックの量によっても影響
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→→← ←T Ta s
j j1 1

図 4.12: ONUにおけるアクティブフェーズとスリープフェーズの切り替えにお

いて発生する消費電力量

を受ける．また，各ONUのアクティブ時間とスリープ時間（および各フェーズ

での消費電力）が分かれば，消費電力は計算可能である．ただし，フェーズの切

り替えには図 4.12に示すように，わずかな追加消費電力が必要となる．ここで，

フェーズ間に消費される追加エネルギーをWtransとする．また，図に示すように，

タイプ（1）のすべてのタイムスロットに状態遷移が存在することになる．

さらに，エネルギー消費が最小限に抑えられるように，タイプ（2）のタイムス

ロットでは可能な限り長い時間をアクティブにしようとするため，タイムスロッ

ト中すべてアクティブの場合がある．その場合は，Wtransは発生しない．ただし，

常にアクティブではない場合はその限りではない．したがって，ONU j2とペア

となっているONU j1によって消費されるエネルギーは，以下の通りである．

W j1 =



PONU
a · T j

a + PONU
s · T j

s+
(
M

(j1,j2)
1

)
·Wtrans,

if T j1
a + T j2

a ≤ Tc;

PONU
a · T j

a + PONU
s · T j

s+
(
M

(j1,j2)
1 + 1

)
·Wtrans,

if T j1
a + T j2

a > Tc.

(4.15)

ここで，PONU
a は，アクティブフェーズにおけるONUによって消費されるエ

ネルギー（W）であり，PONU
s は，スリープフェーズにおいて消費されるエネル

ギーである．したがって，JがONUの総数である場合，PoFでOLTによって消
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費されるエネルギーは以下で計算可能である．

WPoF =
J∑

k=1

W k. (4.16)

4.3.2 通信用OSUにおける消費電力

PoFを介して消費されるエネルギーの他に，OLTは ONUと通信するために

OSUが必要であり，そのためのエネルギーを消費する．このエネルギーを計算

するために，すべてのタイムスロットで使用されるOSUの総和をすべてのONU

のペアを用いて定義する．ただし，kj はONU jとペアになるONUとして定義

する．

Ω =

∑J
j=1

(
0 ·M (j,kj)

0 + 1 ·M (j,kj)
1 + 2 ·M (j,kj)

2

)
2

. (4.17)

ここで，すべてのタイムスロットの値を合計することになるが，OSUは再利用

されることに留意する必要がある．したがって，サイクル全体で実際に必要とす

るOSUの総数は，⌈Ω/τ⌉となる．ただし，これらのOSUは必ずしもアクティブ

である必要はない．つまり，各タイムスロットでのONUの要求に応じて，それ

らの一部またはすべてをスリープにすることが可能である．したがって，POSU
a

とPOSU
s はアクティブフェーズおよびスリープフェーズのOSUによる消費電力で

あり，POSU
a > POSU

s であれば，OSUの通信における消費電力は以下で表される．

Wcomm = Ω · Tc

τ
·
(
POSU
a − POSU

s

)
+

⌈
Ω

τ

⌉
· POSU

s · Tc

=

(⌈
Ω

τ

⌉
− Ω

τ

)
· POSU

s · Tc +
Ω

τ
· POSU

a · Tc.

(4.18)
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4.3.3 OLTにおける消費電力

最後に，前述した PoF用OSUにおける消費電力と通信用OSUにおける消費

電力を用いてOLTにおける消費電力を求める．ここでは，ONUに供給される電

力，OSUとONUとの間でデータのやり取りをするために必要な電力の両方を考

慮して，システム全体のエネルギー消費を最小限に抑えるタイムスロットの数を

見つけることで，省電力化を実現する．ここで，OLTの消費電力WOLTは以下の

式で表される．
min
τ

WOLT = WPoF +Wcomm

s.t. (2), (3), Dj ≤ Dave.
(4.19)

ここで，τ は整数値でなければならないため，消費電力の最適値を見つけるた

めにはこの整数線形計画問題を解く必要がある．今回は，この問題を分岐可能な

線形計画緩和問題に分割して元の状態の最適解が見つかるまで分枝限定法にて導

出する．この解法は個別にOLTに適用する必要があるため，計算量が莫大に増加

することはない．つまり，必要な計算量は，OLTに接続されるOSUおよびONU

の数によって制限されるため，この解法が利用可能となり，OLTの拡張と同様に

本解法も拡張可能となる．
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表 4.1: 数値解析に用いられるパラメータ

Parameter Value

ONU数 32

ONUに接続可能な最大デバイス数 30000

稼働サイクル (Tc) 1 s

ONUにおけるアクティブ時の消費電力 (PONU
a ) 15 W

ONUにおけるスリープ時の消費電力 (PONU
s ) 2 W

フェーズ切り替え時に発生するエネルギー (Wtrans) 130 J

OSUにおけるアクティブ時の消費電力 (POSU
a ) 15 W

OSUにおけるスリープ時の消費電力 (POSU
s ) 2 W

データ到着率 (λj
α) 300 packets / s

遅延閾値 (Dave) 5 ms

4.4 性能評価

本章で用いたパラメータを表 4.1に示す [62–65]．これらのパラメータを，本

章のモデルにて用いることで本章の結果を得ることが可能である．各グラフは，

ONUそれぞれに 10000通りの異なるトラフィックを入力することで求める．ここ

で得られた結果は，各入力によって得られた結果の平均を用いて得られる曲線に

よって示される．ここで示されるトラフィックは，CMMPPを基に改良を加えた

確率モデルから作成されている．このトラフィックモデルは，各ONUのカバレッ
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図 4.13: 通信用OSUと PoF用OSUの消費電力

ジエリア内のデバイスならびにデバイスのモビリティを表現する．さらに，本解

析には遅延の閾値が含まれているため，リアルタイム IoTなどの時間的制約のあ

るアプリケーションに適用可能である．ONUのスリープフェーズへのタイムス

ロットを導入することによるOLTおよびネットワークの省電力化の影響を確認

するために，遅延閾値およびトラフィック到着率を変化させた，消費電力を示す．

図 4.13は，OSUとONUとの間の通信が発生する際に使用される消費電力と，

ONUをPoFによって充電するために必要な消費電力を示す．この結果は，(4.16)

と (4.18)によって導出される．ここでは，タイムスロット数を変更することで各

消費電力の影響を評価している．さらに，リアルタイム IoTの要件を満たすため
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に，遅延閾値を固定値で用いている．タイムスロットの数を増やすと，各ONUの

間でスリープをより効率的に行うことが可能となり，通信に必要なOSU数が減

少するため，OLTにおける消費電力もまた減少する．これは，図に示すように，

通信に用いられるエネルギーの減少を意味している．しかしながら，ONUの通

信要求は満たされなければならないため，通信のために最低限必要なOSU数は

アクティブでなければならない．一方，前述したように，タイムスロット数の増

加によってONUの状態が切り替わることによる追加的な消費電力が増加し，余

分なエネルギー消費を招くこととなる．これは，タイムスロット数を増加させる

ことによって実際に PoFによって消費されるエネルギーが増加することを意味

する．

図 4.14は，OLTによって消費された総エネルギーを示す．この結果は，式 (4.19)

に示すように，図 4.13の値を合計することによって得られる．ここでも，タイ

ムスロットの数を変更することで消費電力の変化を確認する．タイムスロット数

が変化することで通信における消費電力とPoFにおける消費電力は異なる変化を

する．スロット数が増加するにつれて，ONUがスリープフェーズとアクティブ

フェーズを切り替えなければならない回数が増加し，その結果，追加的に必要な

消費電力が増加するため，ONU全体の電力消費が増加する．また，スロット数

が増加するにつれて，各タイムスロットにおけるアクティブなOSUの数を減ら

すことが可能になるため，消費電力的には減少の傾向をたどる．一方で，タイム

スロット数が少なくなると，各タイムスロットにおけるアクティブなOSU数は

増加するため，消費電力は高くなる．必要なOSUの数が増えるため，すべての

OSUで消費される合計のエネルギーが増加する．したがって，タイムスロット数

が少ない場合，アクティブなOSUの数が多くなるためにエネルギー消費が増加
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図 4.14: OLTにおける総消費電力量
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図 4.15: 消費電力の小さいONUを用いた場合

することになる．以上のことから，総消費電力の曲線を検討した場合，タイムス

ロット数によって通信に必要なOSUの数とPoFによって必要な消費電力の関係

からトレードオフの関係があることがわかる．

図 4.15と図 4.16はONUのパラメータを変化させて得られた結果である．図 4.15

は，消費電力が小さい高性能なONUによってネットワークが構成されている場

合にこのような結果が得られる．ここで用いたパラメータはONU数が 16，アク

ティブスリープサイクルが 0.5 s，ONUのアクティブ時の消費電力を 12 W，ONU

のスリープ時の消費電力を 1 Wとして，1 sにおける消費電力量を示した．高性

能なONUを用いた場合はタイムスロット数を少なく設定することで消費電力量

を低く抑えることが可能である．一方で，図 4.16は消費電力が大きく性能が低い
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図 4.16: 消費電力の大きいONUを用いた場合
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図 4.17: 平均遅延を変化させた時の 1タイムスロットと最適なタイムスロット数

のOLTにおける消費電力

ONUの場合を示している．ここで用いたパラメータはONU数が 64，アクティ

ブスリープサイクルが 2 s，ONUのアクティブ時の消費電力を 18 W，ONUのス

リープ時の消費電力を 3 Wとして，1 sにおける消費電力量を示した．この場合

は図 4.14と比べて，タイムスロット数が多い方が消費電力量を低く抑えることが

できた．なお，上で示した以外のパラメータは図 4.14と同じ値を用いている．

図 4.17は，平均遅延の閾値を変化させた場合のシステム性能を示す．この図は

(4.19)から導出される．IoTアプリケーションはそれぞれ異なる遅延要件を持つ

場合があるため，この遅延値の変化がどのように性能に影響するかを確認した．
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図 4.18: データ到着率を変化させたときの 1タイムスロットと最適なタイムスロッ

ト数のOLTにおける消費電力

遅延における閾値が高い場合は，通信の制約が緩くなり，ONUおよびOSUのス

リープフェーズを長く取ることが可能となる．これは，言い換えれば，図に示す

ように，エネルギー消費量が少なくなることを意味する．ここで，最適なタイム

スロット数とタイムスロットでの分割をしない（1つの大きなタイムスロットを

使用する場合）の間にどのような違いがあるかを示す．図より，提案された最適

なタイムスロット数を用いた方法がより良好である事がわかる．

図 4.18は，デバイスからのデータ到着率が変化した場合の性能を示す．この図

は (4.19)から導出される．IoTトラフィックでは，ONUのカバレッジ内に存在す
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図 4.19: 平均遅延を変化させた時の平均アクティブOSU数

る IoT端末のタイプおよび数に基づいて変化する．したがって，さまざまな IoT

トラフィックを想定した上で結果の変化を確認することが必要である．前述のよう

に，最適なタイムスロットを使用することによって性能的には有利である．しか

しながら，トラフィック負荷が増加するにつれて，遅延を保証するために，ONU

のアクティブフェーズの時間が長くならなければならない．したがって，最適化

の結果がタイムスロットを分割しない性能に近づく事になる．しかしながら，タ

イムスロットを分割しない性能に漸近するにもかかわらず，最適化の結果がタイ

ムスロットを分割しない性能以上に悪化することはないと言える．

図 4.19は，平均遅延の閾値を変更したときのタイムスロット当たりのアクティ
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図 4.20: データ到着率を変化させたときの平均アクティブOSU数

ブなOSUの数を示す．これにより，リアルタイム IoTから耐遅延型のサービス

まで，様々な IoTアプリケーションの影響を考慮することが可能となる．これは，

平均遅延の閾値がどのように変化するかによって，OSUの台数がどう変化するの

か，つまり，消費電力がどのように変化するかを示しており，提案手法がより良

い結果であることを示す. タイムスロットを分割しない方法では，ONUあたり 1

つのOSUが常に必要となるが，タイムスロットを導入することで，ONUを上手

く制御して必要なOSU数の効率を上げることが可能となる.

図 4.20では，タイムスロットを導入することによって稼働OSU数がより少な
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くなった結果を示す. しかしながら，到着データのトラフィックレートが増加す

るにつれて，多数のトラフィックに対応するために，提案手法において必要とさ

れるOSUの数もまた上昇することになる. したがって，十分に高いデータ到着

率では，提案手法におけるパフォーマンスは，タイムスロットの分割をしない方

法と同程度になる. しかしながら，提案手法ではタイムスロットを分割しない従

来の方法よりも結果は悪化することはなく，従来手法の結果に漸近していくと考

えられる.
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4.5 おわりに

本章では，ネットワーク全体の消費電力を低減するために，OLTの消費電力に

焦点を当て，ONUの消費電力を考慮した上でOLTの消費電力を低減する手法を

提案した. 本手法では，PoFを用いてONUの自立稼働を実現しつつ，タイムス

ロットを導入することで効果的なONUのスリープ手法を提案した. 従来のFiWi

ネットワークでは，ONUのスリープは，ONUの消費電力のみを考慮して決定さ

れる. しかし，本研究のアプローチでは，OLTを含むシステム全体を考慮した上

で，スリープ手法を決定した. さらに，提案したシステムでは，OLTがONUに

電力を供給することで，ONUは外部電源なしで自律的な稼働が可能となった. こ

こで，提案手法の主なポイントとなるのは，ONUの稼働サイクルをタイムスロッ

トに分割することである. ONUのスリープフェーズおよびアクティブフェーズ

は，入力トラフィックの負荷に応じて状態を切り替える. これをタイムスロット

を使用することによって制御し，同期させることで 提案手法を実現した. 従来の

方法では，通常，ONUとOLTがそれぞれ独立して消費電力を削減することが可

能であったが，提案された方法では，システム全体における協調制御に焦点を当

てている．これはタイムスロットを用いることでOLTに接続されるONUを一括

で協調制御するという手法を用いており，これがシステム全体の省電力化に貢献

していると言える．さらに，本手法のアプローチは，遅延制限を考慮し，IoT特

有のトラフィックおよびモビリティモデルに基づいて設計されているため，遅延

に敏感なリアルタイムの IoTアプリケーションにおいても適応可能である．性能

評価においては，提案した手法がOLT内の必要なOSUの数をどのように減らす

ことができるかを示し，タイムスロットの数を適切に設定することでOLTの消

費電力を大幅に削減することが可能であることを示した．さらに，設定される遅
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延および入力トラヒック負荷を変化させた場合であっても提案手法が優れている

という結果を示すことが出来た．
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第5章

結論

IoT時代の到来により，あらゆるものがインターネットに接続されるようになっ

た．これに伴い，ネットワークに求められる要求が多様化し，多様な要求を満足

することができるネットワーク構築の必要性が出てきた．一方で，ネットワーク

に接続される端末数が増大し，ネットワークに求められる要求が多様化している

状況ではネットワークにおける負荷の増大は免れない．このネットワークにおけ

る要求を満足するために集中制御型のネットワークである C-RANに着目した．

また，ネットワークの負荷の増大に伴い，ネットワーク機器における消費電力量

も増大することになる．そこでネットワークを構築する各構成要素において省電

力化制御を用いることでネットワーク全体の省電力化を実現した．

本研究では，アクセスネットワーク全体の省電力化制御手法に着目した．以下

は，本論文の各章を概括したものである．

■ 第 1章 序論として，本研究の背景，及びその目的について述べ，本論文の

構成を示した．
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■ 第 2章 次世代無線アクセスネットワークにおいて利用されている既存の省

電力化技術とその課題について述べた．ここでは，スリープによる省電力化制御

の課題を中心にネットワーク全体を考慮した省電力化制御が必要であることを指

摘した．スリープによる省電力化制御の課題として，スリープを行う際に，通信

品質の悪化の可能性があることを指摘し，通信品質を担保した省電力化制御を行

う必要があることを示した。また，集中制御型ネットワークの特徴を活かして，

ネットワークの一部分の省電力化を行うのではなく，ネットワーク全体を考慮し

た省電力化制御を行う必要があることを示した．

■ 第 3章 RRHにおけるグループスケジューリングを用いた省電力化手法を提

案した．さらに，RRHのスリープと光給電を用いた複合制御について説明を行っ

た．本手法ではQoEを担保しつつ，スリープを行い，通信品質と省電力化の両

立を実現した．そして，提案手法の性能について数値解析を行い，提案手法の有

効性を確認した．

■ 第 4章 OLTにおけるタイムスロットを用いた省電力化手法の提案を行った．

ここでは，トラヒックのモデル化を行い，想定される IoTトラヒックに関して検

討を行った．更に，タイムスロットを用いた省電力化手法について説明を行った．

OLTとONUそれぞれにタイムスロットを導入し，ONUとOSUのスリープを効

率的に制御することで，OLTにおける省電力化を実現した．そして，提案手法の

性能について数値解析を行った．これによりOLTの消費電力の低減を確認し，提

案手法の有効性を確認した．

■ 第 5章 結論として，本論文にて提案した次世代無線アクセスネットワーク

における省電力化手法を総括した．
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以上のように，本研究では，アクセスネットワーク全体の省電力化制御手法の

提案を行った．本研究の成果は，今後の次世代無線アクセスネットワークにおけ

る省電力化の実現に寄与するものであるといえる．
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